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広場や街路をはじめとする都市のオープンスペースは，市民の生活を支えるパブリックスペースとしての機

能を担っている．しかしながら，わが国の都市部では，駅前広場や都市公園が各地に整備されてきた他，近年

では公開空地という形で都心部に数多くのオープンスペースが創出されてきたものの，これらの多くがパブリッ

クスペースとしての機能を十分に発揮できていない状況にある．通常，公共的であるとされる建築物である広

場や街路について，それ自体がパブリックスペースであると言うことができないのは，こうしたわが国における

オープンスペースの機能不全を見れば一目瞭然である．一方，都市のオープンスペースがパブリックスペー

スとして機能するための条件は何か，という問いに対する明快な答えは未だ究明されていないと言える． 

ラテンアメリカ最大の都市，メキシコ・シティの旧市街は，人口流出に伴う様々なインナーシティ問題に悩ま

されてきたが，今日まで，広場や街路は市民の生活の場として多様な機能を果たしてきた．また，近年，旧市

街再生の本格的な取り組みが進む中，広場の改修や歩行者専用街路の創出を通じて，数多くのパブリックス

ペースが整備されてきた． 

そこで本研究は，伝統的に多様な屋外活動が活発で，近年積極的にパブリックスペースの整備が進められ

てきたメキシコ・シティ旧市街を例に，オープンスペースが持っているパブリックスペースとしての質を明らかに

するとともに，その背後にある社会構造を読み解くものである．そして，都市のオープンスペースが市民の多様

な活動を受け入れるパブリックスペースとして機能するための条件を，明らかにすることを目的としている． 

 

本研究は全 7 章から構成される． 

第 1 章では，研究の背景や目的，手法など，研究の概要を説明している．その中で，本研究のテーマである

都市空間の公共性とは何か，定義した上で，都市空間の公共性の背後にある社会構造のモデルを提唱した．

都市空間の公共性とは，空間に参与する利用者の複数性と，そこで行なわれている活動の自由度に関わる概

念である．近代国家は都市の公共性を担保するシステムとして，行政機構と法制度を発展させてきたが，行政

機関が都市空間の管理機能を担う中で，都市空間の公共性は，管理者である行政機関にとっての公共性「オ

フィシャル・パブリック」と，利用者である市民にとっての公共性「シビル・パブリック」の 2 つの公共性へ分化し



 

ていったと考えることができる．両者は矛盾や逸脱を繰り返しながらも均衡することで，実際の空間の利用のあ

り方を左右してきたと言える． 

第 2 章では，まず，メキシコ・シティ旧市街におけるオープンスペースについて，その形成と変遷の歴史を，

空間の使われ方に着目しながらレビューしている．現在のメキシコ・シティ旧市街における広場や街路における

多様な活動は，植民地化以前，スペイン植民地時代，近代という 3 つの異なる文化の融合の下で，伝統的に

受け継がれてきたものであることが明らかになった．続く現状分析では，本研究の対象となるオープンスペー

スを，空間形態と都市環境に着目して分類した上で，これらの基礎条件が空間の利用に与える影響を分析し

ている．オープンスペースの利用については，活動目的に基づいて，通過，余暇，収益活動，イベント，侵入の

5 つに分類した上で，活動形態に基づいて細分類を行なった．全体的な傾向として，余暇が専ら空間形態によ

って，収益活動が専ら都市環境によって空間に呼び込まれているのに対し，通過・イベント・侵入は空間形態と

都市環境双方の関わり合いの中で呼び込まれる活動であることが明らかになった． 

第 3 章では，行政機関の規制管理の原理である法規について，オープンスペースの利用や管理に関わる

法規のレビューを行っている．法規は，合衆国レベルとメキシコ・シティの行政単位である DF（連邦地区）レベ

ルの，2 つのレベルの法規から構成される．これらの法規は，オープンスペースとの関わり方に基づいて，公共

財の管理に関する法規，公共財の利用に関する法規，特定の活動に関する管理法の 3 つに大きく分類される．

この内，公共財の利用に関する法規は，公共財を利用する上での市民の権利と義務を細かく規定したもので，

オープンスペースにおける活動を，無条件で認められる活動，条件付きで認められる活動，無条件で認められ

ない活動の 3 つに区分している．条件付きで認められる活動の内，露店における物品販売など，一部の活動

について適切な管理法がないことが明らかになった．一連の法規の中でも重要なのが，DF における公衆道徳

を規定した DF 市民文化法で，この法律を根拠として様々な活動の合法性を恣意的に判断できるため，一部の

活動に対する管理法の不在と併せて，法的枠組みの中に行政機関による柔軟な対応が担保されていることが

分かった． 

第 4 章では，行政機関が法規をどのように運用しながら規制管理を行なっているのか，DF 政府機関，国の

機関，区の部局の 3 つのレベルに渡って，分析を行なっている．その中で，実際のオープンスペースにおける

様々な活動の許可を発行する権限は基本的に区に属しているものの，メキシコ・シティ旧市街の場合，地区の

歴史的環境や社会的重要性を理由に，DF 政府機関や国の機関が連携することで，多層的な規制管理が実現

していることが明らかになった．また，適切な管理法が存在しない活動や，DF 市民文化法に基づいて合法性を

恣意的に判断することができる活動に対しては，現状に即した柔軟な規制管理が行なわれていることが明らか

になった．そして，同業組合が存在する一部の収益活動については，組合が行政機関の規制管理機能の一部

を担っていることが明らかになった． 

第 5 章では，近年取り組まれてきた旧市街再生プロジェクトを通じ，行政機関がどのようにパブリックスペー

スの管理と創出に取り組んできたのか，2002〜2006 年にかけて行なわれたロペス市政のプロジェクトと，2006

年末に始まるエブラルド市政のプロジェクトを例に，比較と考察を行なっている．ロペス市政がセントロ信託統

治局を中心とした集権的な体制の下，旧市街の一部に対する集約的な整備を行なったのに対し，エブラルド市

政がセントロ特別局を中心とした多機関による分業体制の下，旧市街の広範囲において総合的な整備を実現

したことが明らかになった．エブラルド市政は，知事の強力なリーダーシップの下，大規模な露店整理とオープ

ンスペースの整備を実現し，旧市街の再生に大きな成果を挙げたと言える．また，一連の再生プロジェクトを

通じ，オープンスペースの使われ方が大きく変わってきたことが明らかになった．歩行者回廊プロジェクトはそ



 

 

 

 

の顕著な例で，連続した歩行者専用街路を旧市街の広範囲に通すことで，歩行者の便宜を図るだけでなく，市

民の生活に密着した質の高いパブリックスペースとして整備することで，地区の総合的な再生に大きく貢献し

た． 

第 6 章では，前 5 章の知見に基づいて，5 つのオープンスペースにおける事例研究を通じ，市民と行政機

関がそれぞれどのような戦略の下に，シビル・パブリックとオフィシャル・パブリックを形成し，実際の空間にお

ける公共性が生み出されているのか，分析を行なっている．シビル・パブリックについては，暮らす人，働く人，

訪れる人といった異なる属性の利用者が，お互いの異なる利害を調停しながら，個別の場所ごとに公共性を形

成していく過程が明らかになった．一方，オフィシャル・パブリックについては，法的枠組みの中に担保された法

の解釈の余地や，管理法の不在を根拠に，行政機関が柔軟な規制管理を通じて公共性を形成していく過程が

明らかになった．そして，2 つの公共性の間に不均衡が発生した場合，行政機関と市民の交渉を通じて均衡を

取り戻す回路が機能していることが明らかになった．また，旧市街再生プロジェクトにおけるインフラ整備を契

機に，新たな活動が呼び込まれた場合に，異なる利用者間，ないし行政機関と市民の間で調整を行ないなが

ら，新たな質の公共性が生み出されていく過程が明らかになった． 

第 7 章では，研究の内容を整理し，メキシコ・シティ旧市街におけるオープンスペースの豊かな公共性と，そ

れを支える社会的構造を明らかにした上で，わが国のオープンスペースについて提言を行なっている．メキシ

コ・シティ旧市街のオープンスペースの公共性の特徴は，強靭なシビル・パブリックと柔軟なオフィシャル・パブ

リックにあると言える．一方，わが国のオープンスペースがパブリックスペースとして十分に機能していない理

由として，そもそも空間を利用したいという欲動が市民の中に欠如していること，杓子定規な法的枠組みの運

用という管理システムの障壁が多様な活動の発展を阻害していることが挙げられる．こうした状況の中，ハード

整備を行なうと同時に，空間における新たな活動のインセンティブを行政が主体となって発動していくという，メ

キシコ・シティにおいて近年取り組まれてきた歩行者回廊プロジェクトは，わが国におけるパブリックスペース

のあり方に大いに示唆を与える取り組みであると言える．垂直方向の開発のおまけとして，足下の私的な残余

空間を限定的に提供する公開空地の手法は，この考え方に真っ向から反対するものであり，今後は行政機関

が公有地を利用したヒューマンスケールなオープンスペースの整備を行い，そこに文化的活動などを積極的

に呼び込むという手法が期待される． 


